


































農家数｛細 面 積 〔B）
全　　国 180，362100．0 53，871100．05，664，7633．2
北海道 2，255 1．3 1，674 3．1 198，9691．1
都府県 178」0798．7 52，19696．9 5，465，7943．3
東　北 21，26211．8 8，665 16．1 771，1812．8




















近　　畿 26，49214．7 　1Uβ23i12．7 563，2684．7
中　国 22，49212．6 　1U．5G412．1 591，5023．8




















総　　　数 3，334 3，330 2，109 795 426 2，657
水
農　　　家 2，974 2，970 1，979 710 281 2，372?
?
生産組織 276 276 75 74 127 217
託
受託組織 260 270 75 62 123 205
作 先


























全　　　国 4，180．6 74．8 12．6・ 42．9 19．3 63．2
北　海　道 65．4 56．6 352 10．5 10．9 28．4
都　府　県 4，115．2 75．1 12．2 43．4 19．5 64．2
東　　　北 655．5 81．7 16．5 35．3 29．9 52．8
北　　　陸 366．6 70．7 16」 33．7 20．9 69．4
関東・東山 846．3 79．4 8．9 52．7 17．8 59．3
東　　　海 448．1 65．9 6．4 50．7 9．5 74．2
近　　　畿 443．5 58．7 8．4 41．7 8．6 79．2
中　　　国 439．1 66．4 14．2 39．8 12．4 73．7
四　　　国 238．1 68．8 14．5 41．3 13．0 64．6




全　　　国 9．6 20．6 31．6 25．0 19．6 16．8 46．7
～0．3 10．6 33．5 29．4 20．0 21．6 25．7 52．5
ヘクタール
0．3～0．5　　〃 8．2 2α1 3a6 22．6 22．7 16．9 52．7
2．0～3．0　　〃 12．4 1L4 30．7 43．6 10．2 5．8 18．8


































































































































































































































































































































































































































































































































































? 電動機 石油発動機 ガズ発動機 蒸気機関 水力機 畜力機 年
?
電 力　量
大正9年12月 683 1，785 一 一 『 一 昭和元年 43，326
12 3 2，033 9，265 一 一 一 一 3 59，764
昭和2 9 11，60339，406 367 252 37，35433，084 5 87，672
6 5 28，30663，459 262 239 47，02222，556 6 84，834
8 11 37，861 80，491 238　　1 211，45，88521，582 7 87，882












































































































組合員総数 組合役員数 信用評定委員数 出　　　資




自小作 38．2 11．0 25．3 30．6
小　　作 20．9 0．7 3．2 12．0
その他 12．6 4．6 3．9 9．0
合　　計 100．0 100．0 100．0 100．0








年　次 実　　　　数 構成比率 耕地計 ? 畑 耕地v
?
畑































































































































































































































































開　設　　済 造　成　中 小　　　　計 計　画　中 合　　　　計
個所 面　積 個所 面　積 個所 面　積 個所 面　積 個所 面　積
739 59，787 363 42，5381，102 102，325
i0．27）
1，185 147，4102，287249，735
i0，67）
備考（1｝本表は時事通信社の調べで『農業と経済』第40巻，第12号，臨時増刊の記録資料によって作成
　　　したものである。
　　②　調査時点は48年11月1日現在である。
　　（3）造成中，計画中の面積には増設分を含む。カッコ内は全面積に対する割合である。
　それはともかくとして，憲法が国民の経済活動に国が介入することを容認するようになって来
たという，実はそのこと自体歴史発展の動向を示すもので，国の合理的判断に基づいて，国民の
経済活動が次第にその計画の枠のなかに組み込まれていく，我われはそのような現実のなかに生
きている。そして今，国の農業政策の基本が，自作農主義から借地農主義に変りつつあるという。
それが現実であるというのであれば，我われもまた，それを直視ずるにやぶさかでない。
　しかし既に見たように，借地農主義を推進してみて，その結果は自作農主義と何処が違うのか。
前述の通り，大規模借地農を実際に出現させようとすれば，土地の所有者の所有権を，大巾に制
限しなければならないではないか。そしてそうなった場合，個人の土地所有は事実上意味を失い，
重要なのは，現実に耕作する者，この場合は借地農であるが，その者が土地を耕やすということ，
そのことになるのである。
　自作農主義は，その土地を耕やすという行為を自ら行なう者に，土地の所有を認めようという
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のである。所有は社会的に容認された権利であるから，耕やすことは当然その権利を獲得するた
めの義務となる。耕やすという社会的義務を果たす者に土地所有の権利が社会的に容認されるの
である。自作農主義は，このような権利義務の主体的一致を主張する思想であり，一方的に土地
所有権を主張する考え方とは無縁である。農地改革による自作農主義とはそういうものである。
　大規模借地農が実現した時，地主の所有権が大巾に制限され，憲法はそれを違憲としないとい
うことになれば，それはその地主が現実に土地を耕作しないからであり，そしてそのような地主
の土地所有権は事実上意味がなくなっているのであるから，それを借地農に移すことは，殆んど
手続上の問題に過ぎなくなってしまう。大規模借地農が出現した時，実はそれは，大規模自作農
であった，ということにもなりかねない。
　しかも重要なことであるが，その場合の所有権は，今日我われの考えているものとは違って，
もっと公的要素を多分に含んだものになるであろう。そしてそうなれば，自作農であろうと借地
農であろうと，名目的呼称は無意味で，要するに現実に耕作に従事する農民，耕作者が，土地の
生産性を含めた労働生産性を，ひたすらに追求するようになるであろう。そしてその生産成果の
享受，土地の利用厚生が，公的に保障されるようになる。しかし一面において，耕やすことを止
めれば，その者は農民でなくなるし，当然農地とは無縁の存在になる。
　請負耕作は小作なりやの検討から，農地制度の将来を展望したが，歴史発展の動向に即して，
我が国の農地制度政策のあり方を考える時，今日それが重大な危機に直面していることを否定で
きないのである。そして今日掲げるべき理念は，土地所有とその利用厚生を主体的に一致させる
か，公的機関の媒介によって，組織的主体（6）のなかで一致させるかを，現実と歴史の動向のなか
で，明らかにしなければなるまい。そしてこれこそが農地改革の理念を拡大発展させるゆえんで
あり，現下農業行政の緊急課題なのである。
注｛1）改めて説明するまでもないことではあるが，大規模借地農が成立していながら，小作権の確立がな
　　されていないといった事態を想像してみよう。地主は極く小規模で，数は多数ということになろうが，
　　多数の地主の中には，事情があって農地を返してもらいたい者も出て来るに違いない。小作権が確立
　　されていなければ，借地農はその申し出を断れない。そうした事態が続発すれば効率の高い大規模借
　　地農は成立しない。
　（2）宮崎俊行「法理念的側面からみた国土利用計画法」　『農業と経済』第40巻，第12号，昭和49年，臨
　　時増刊「国土利用計画法」と農業問題，36ページ。
　（3）例えば農地所有権の制限にっいては，昭和35年2月10日最高裁判決（大法廷全員一致）「最高
　　民集」第14巻，第2号，137ページ，小作料統制については昭和43年4月23日判決（第3小法廷）「最
　　高民集」第22巻，第4号，1008ページ，その他，合憲判決が出されている。宮崎，同，35～6ページ。
　（4）これは「小売商業調整特別措置法」　（昭和34年制定）による営業活動の規制に関するものである。
　　同，36ページ。
　（5）同，37ページ。
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（6）組織的主体は勿論何らかの形での組織体で，任意申し合せ組合である農家小組合の如きものから出
　て来るかも知れないし，あるいは既設の農業協同組合，地方自治体，その他の農業団体が，このよう
　なものになっていく可能性も絶無ではない。しかしそれとは別に，全く別個の組織体が生まれて来な
　いという保障もない。一挙に経済体制を変えるのでなければ，色いうな組織体が生まれ，試行錯誤を
　くり返えして，やがて新しい体制を作り上げていくことになろう。
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